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「台湾国内の⾼リスクベンチャー事業への投資について、総
合所得総額から控除する⾦額は、個⼈の基本所得額に算

⼊」
2025年 5⽉ 7 ⽇付で改正・公布された産業創新条例第 23条の 2 の規定に

基づく改正予告

クライアント各位
拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

財政部は、台湾国内の⾼リスクベンチャー事業への投資について、2025年 5⽉ 7⽇
付で改正・公布された産業創新条例第 23 条の 2 の規定に基づく改正を予告しまし
た。個⼈が、2025 年 1 ⽉ 1 ⽇以降において、2025 年 5 ⽉ 7 ⽇付で改正・公布され
た産業創新条例第 23条の 2の規定に基づき、設⽴後 5年未満、かつ、中央⽬的事
業主管機関によって承認された国内の⾼リスクベンチャー事業の新発⾏株式に投資し、
取得した場合、当該株式の保有期間が満 3 年となる年度の総合所得総額から控除
する⾦額は、当該年度の個⼈の基本所得額に算⼊しなければならない、としています。

勤業衆信の⾒解
個⼈エンジェル投資家の投資額に関する租税優遇については、先般改正・公

布されていますが、当該改正により、新たに投資対象として、設⽴から 2 年以上 5
年未満のベンチャー事業の場合、投資⾦額が 50 万元以上、かつ株式保有期間
が 3 年以上である場合も適⽤対象となる条⽂が追加され、⾼リスクベンチャー事
業にかかる個⼈投資の定義が緩和されました。



財政部は、前述の法令改正に対応し、投資家が総合所得総額から控除する
⾦額を当年度の個⼈基本所得額に算⼊して課税する旨の草案を発表しており、
エンジェル投資家は注意が必要となります。

過去のニュースレターはこちら
台湾 JSGのホームページはこちら
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